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１．はじめに 

（１）背景と目的 

近年、製造業の国際水平分業の進展やコンテナ等

による物流の高質化に伴い、港湾等のインフラ整備

が産業立地等の経済活動に与える効果の評価がます

ます重要になっている。これまで輸送コストと産業

立地との関係については数多くの研究が行われてき

たが、多くの研究は立地動向に関する事業者へのヒ

アリング等に基づく個別事例を扱うもので、産業間

の投入・産出構造や地域間の交易構造と産業立地と

の関係について定量的に分析した研究事例は少ない。 
よって、本研究では、産業連関表 1)から把握した

投入･産出構造、交易構造に基づき、輸入、移出入、

地域内投入、地域内産出といった輸送コスト等を説

明変数とし、工業統計 2)より得られる製造品出荷額

等を被説明変数とする産業立地ポテンシャルモデル

3)を構築する。構築したモデルを用いて、港湾整備

等に関するシナリオにおける産業の生産や立地の変

化を定量的に分析する。ここで、産業立地ポテンシ

ャルは、生産額の推計値であるが、事業所移転（新

規立地、転出など）や生産設備増強等の抵抗につい

ては十分には考慮していないため、生産額の潜在的

な可能性を示す値である。 

 

 
（２）九州における産業立地の実態 

本研究では、水平分業が進んだアジアに近く、製

造業の生産額が増加傾向にあるとともに、国内他地

域と海により隔てられた九州を分析対象とする。ま

た、後述の産業連関表などのデータの入手が可能な

1985 年、1990 年、1995 年の 3 時点のデータに基づ

き、分析を行なう。 

1985年から1995年までの10年間の各市区町村に

おける全製造業の生産額の増減を示したのが図 1

である。図 1 より、この間に新たな港湾整備が進ん

だ福岡県苅田町や高速道路近傍の福岡県甘木市など

で生産額が増加していることがわかる。 

 
図 1 1985 年から 1995 年の間における全製造業の

生産額の増減（工業統計調査 2）より）
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２．産業立地ポテンシャルモデルの定式化 

（１）産業立地ポテンシャルモデルの概要 

分析対象地域において最も効率的に生産が行な

われるように生産額が分布すると仮定し、産業立地

ポテンシャルモデルを定式化する。ゾーン i、産業 k
の生産額 k

in の解は以下の最小化問題の解として計

測される。 
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kX  ：九州全体の産業 k の生産額の合計 

 

（２）輸送コストの設定 

生産活動に伴う物流を図 2 に整理した。 

 
図 2 生産活動に伴う物流と投入額･産出額 

※ 投入額･産出額は、一般機械器具製造業（以下、一般機械と

する：ボイラ･産業用ロボット･金型･複写機等の製造業）の場合 

※ 金額は、平成７年地域間産業連関表 1)より 

 
ただし、産業間の物流については、ひとつの輸送

に対して産出する事業者と投入を受ける事業者が介

在するため、「産業間の輸送コストは購入者が負担

し、市場への輸送コストは生産者が負担する」と仮

定した。よって、産業ｋは、①，②，③，④，⑤の

５パターンの輸送コストを負担するものとした。ま

た②と⑤については、いずれも最寄りの移出入港と

ゾーン i との間の輸送コストで説明できるものと仮

定し、両者を合計した輸送コストを１つの説明変数

としてモデルの推定を行う。 
表 1 産業 k が負担する輸送コスト 

輸送コスト 区間 

①九州内から投入される原材料の輸送コスト 九州内 

→ ゾーン i 

②国内他地域から投入される原材料の輸送

コスト・⑤国内他地域への製品の輸送コスト 

移出入港 

⇔ゾーン i 

③海外から投入される原材料の輸送コスト 輸入港 

→ ゾーン i 

④九州内への最終消費財の輸送コスト ゾーン i 
→九州内 

 
輸送コストは、輸送に必要な経費のみを考慮し、

荷物の時間価値は考慮しないこととした。九州内の

輸送は貨物車による陸上輸送を仮定した。ゾーンの

単位は離島を除く九州の各二次生活圏とし、各ゾー

ン間の経路は各市区町村役場間の最短所要時間経路

より推計した。 
輸入港･移出入港は公共ふ頭における貨物の取扱

量上位の港湾に設定した。すなわち、輸入港は、博

多港、北九州港、八代港および志布志港のうち各ゾ

ーンからの所要時間の最も短い港湾とした。移出入

港は、北九州港、博多港、大分港、別府港、宮崎港、

鹿児島港および関門海峡iのうち各ゾーンからの所

要時間の最も短い港湾とした。 
 
３．データの収集･作成 

（１）輸送時間当たりの輸送コスト 

産業立地ポテンシャルモデルにおける輸送コス

トは、輸送運賃に加えて集積のメリットなども含む

概念である。実勢運賃 3)では特に短距離の輸送につ

いて集積のメリットを十分に説明できないと考えら

れるため、輸送コストは所要時間の対数形の関数と

した。 
｛（輸送コスト）＝ ａ・ＬＮ{（所要時間）＋１}  ａ：パラメータ 

                                                  
i 関門海峡は、港湾ではないものの、国内他地域と九州各地

の間で貨物を陸上輸送する際の唯一の経路であるため、本研

究では移出入港として取扱う。 

国内他地域

(地域 a )
海 外 

産業 k 

九州 

中間投入 

九州市場 

(ゾーン i’ ) 
国内他地域 

中間投入 

国内他地域 

の市場 

＜投入＞ 
(産業 k’ ) 

＜産出＞ 

① ② ③ 

⑤ ④ 

海 外 

2,015(億円) 

（38%） 

九 州 

(ゾーン i’ ) 
2,935(億円) 

（56%） 

288(億円)

（5%） 

2,797(億円) 

（21%） 

2,767(億円)

（21%） 

4,035(億円) 

（31%） 

1,897(億円)

（15%） 

1,569(億円) 

（12%） 



 

（２）産業間の投入産出構造および交易構造 

九州内および国内他地域における各産業間の投

入産出構造および交易構造については、1995 年の国

内 9 地域間産業連関表 1)をもとに設定した。 

 

（３）３時点の二次生活圏別生産額 

 1985 年 1990 年および 1995 年の各二次生活圏（ゾ

ーン i）における産業 k の生産額（ k
in ）の算出にあ

たり、通商産業省（現経済産業省）の市区町村別工

業統計調査 2)および、九州各県の市区町村別工業統

計調査の製造品出荷額等を使用した。各産業の事業

所が少数であるため製造品出荷額等が秘匿となって

いる場合は、製造品出荷額等は０円であるとみなし

た。 

 

４．産業立地ポテンシャルの推定 

（１）産業立地ポテンシャル推定の条件 

(a)分析方針 

各ゾーンにおける生産額と輸送コストについて、

それぞれ 1985 年、1990 年、1995 年の３時点分をプ

ールし、産業立地ポテンシャルモデルを推定した。 

(b)分析対象の産業 

国際貿易構造の変化による産業立地動向の典型

例として、投入産出構造に水平分業化が見られかつ

生産額が大きいという特徴を持つ、一般機械iiを分

析対象とした。 
(c) 分析対象の範囲 

投入元および産出先は、九州全体、国内他地域お

よび海外とし、九州内の各二次生活圏の産業立地ポ

テンシャルを推定した。 
(d)設定した変数 

説明変数として、輸送コスト（定式化は前章まで

を参照）および地域ダミーを設定した。産業構造な

どを踏まえ、「長崎生活圏」および「甘木生活圏お

よび八女生活圏」に地域ダミーを設定した。 
 

（２）産業立地ポテンシャルの推定結果 

産業立地ポテンシャルの推定結果を表 2 に示す。

                                                  
ii主要６産業を対象に九州の各二次生活圏における産業立地

ポテンシャルモデルを推定し、シナリオ分析を実施した。紙

面の関係上、本論文では一般機械の分析結果のみを報告する。 

輸送コストについては、統計的に有意な結果の得ら

れた３種類の輸送コストのみを変数として設定した。

各変数の符号条件およびｔ値から統計的に有意な結

果が得られた。３時点のうち 1995 年の生産額の実績

値と産業立地ポテンシャルの推計値を図 3 に示し

た。生産額の分布傾向を概ね再現できていると考え

られる。 

表 2 産業立地ポテンシャルモデルの推定結果 

変数 係数 t 値

九州内からの投入 -5.3４×106 -6.99 

国内他地域からの投入・産出 -3.92×105 -4.28 
輸送

コスト
海外からの投入 -7.50×106 -3.10 

長崎生活圏ダミー 4.524 4.51 地域

ダミー 甘木、八女生活圏ダミー -3.789 -5.42 

サンプル数（３時点のべゾーン数） 114 

自由度修正済み決定係数 0.715 

※輸送コストの係数（－）は、輸送コストが大きいほど産業立地ポ

テンシャルが低いことを示しており、妥当な結果である。 
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※1985 年、1990 年、1995 年の３時点のデータを用いて産業立地ポ

テンシャルモデルを推定したが、1995 年の結果のみを示す。 

図 3 再現性の確認（実績値と推計値の比較） 

 

５．シナリオ分析 

前章で推定した産業立地ポテンシャルモデルを

用いて、将来の港湾整備等を想定したシナリオ分析

を行った。港湾整備としては、モデル推定の際に移

出入港とした大分港、別府港、宮崎港、鹿児島港の

輸入港化（輸入拠点港湾の拡大・強化）を想定する

とともに、この間に路線発表済の高速道路の開通が

進展するケースを想定した。九州全体の一般機械の

生産額の合計（
kX ）は、蹴揚ほか（2006）4)によ

り推計された九州における港湾整備を想定した

2015 年における九州全体の一般機械の生産額を用

いた。推計された輸送コスト（表 1 に整理した４種



類の輸送コストの合計値）の変化率及び産業立地ポ

テンシャルを図 4 に示す。図 4 より、港湾整備や高

速道路（東九州自動車道など）の整備が行われる大

分生活圏などや、高速道路（西九州自動車道など）

の整備に伴いより一層の産業集積が期待される福岡

生活圏などでは産業立地ポテンシャルが高まる結果

となった。一方、整備される港湾や高速道路から遠

方の二次生活圏では、産業立地ポテンシャルが相対

的に低下する傾向が見られた。 
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※ 産業立地ポテンシャルは潜在的な生産額を輸送コストの大小

で説明したものである。 
※ 産業立地ポテンシャルは各二次生活圏の相対的な生産の優位

性を定量的に示したものであり、推計年次における各二次生活

圏の生産額そのものを推計したものではない。 

図 4 シナリオ分析の結果 

（輸送コストの変化と産業立地ポテンシャル） 

 
６．考察 

一般機械について産業立地ポテンシャルモデル

を推定し、九州内の各二次生活圏における生産額を

輸送コストと一部の地域ダミーにより説明すること

ができた。このことより、輸送コストが産業立地に

大きく影響すると考えられる。 
また、シナリオ分析を通じて、周辺地域の輸送コ

ストを低減させる港湾や高速道路といったインフラ

整備が産業立地に与える影響を、産業立地ポテンシ

ャルモデルにより分析できることを確認された。こ

れにより、今後の物流ネットワーク整備のあり方や

産業立地政策の立案に活用していくことが考えられ

る。 
なお、本モデルでは、港湾の設定に関していくつ

かの課題がある。すなわち、九州内の港湾を「輸入

港」「移出入港」および分析対象としない港湾の３

種類に区分しており、また品目や輸入元の地域など

に係らず一律の輸入港等の港湾設定としているが、

より精緻に港湾を設定する余地があると考えられる。

さらに、本モデルでは輸入および移出入に関して航

空貨物輸送を考慮していない点も課題である。 
また、主要な説明変数である輸送コストは、貨物

１円あたりの輸送コストとしてモデル化しているが、

コンテナの高付加価値化（貨物の金額あたりの重量

の低下）などによる貨物１円あたりの重量は変化し

ないと仮定している。 

投入産出構造については、九州内から投入される

原材料の輸送コストについては製造業からの投入の

みを考慮することとし、九州内の製造業以外からの

投入は産業立地に影響しないと仮定している。当該

産業の立地ポテンシャルの分布変化による立地変化

が投入産出関係にある他産業の立地に影響し、その

産業の立地変化がまた他の産業の立地に影響すると

いった波及的な影響があると考えられるが、本モデ

ルではこの波及的な影響を十分に説明できていない。 

今後は、本研究で構築した産業立地ポテンシャル

モデルにおけるこれらの課題についてより一層の改

善を図るとともに、本モデルを実用的なツールとし

て発展させることが重要であると考えられる。 
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